
 

 

全体財務書類 注記 
 
 

 1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産の評価基準及び評価方法   

有形固定資産･･････････････････････････････取得原価   

 

⑵ 有形固定資産等の減価償却の方法   

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法   

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

建物    6年～50年  

工作物  10年～50年  

物品    3年～ 8年  

② 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産   

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法   

 

⑶ 引当金の計上基準及び算定方法   

① 徴収不能引当金  

ア 未収金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。  

イ 長期延滞債権 

債権の性質により、過去５年間の平均不納欠損率、又は個別に改修可能性を検討

し、徴収不能見込額を計上しています。  

② 退職手当引当金  

退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し

退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益の

うち揖斐広域連合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。積立金

額が退職手当債務を上回る場合は、当該超過額を投資その他の資産のその他に計上して

います。 

③ 賞与等引当金  

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。  

 

⑷ リース取引の処理方法  

① ファイナンス・リース取引  

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

② オペレーティング・リース取引   

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

 

⑸ 資金収支計算書における資金の範囲   

現金及び現金同等物  



なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。 

 

2 追加情報  

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項   

  ① 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計、介護保険特別会計、老人福祉施設特別会計 

② 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。  

 

⑵ 売却可能資産の範囲及び内訳は次のとおりです。  

  ア 範囲 平成２９年度予算において、財産収入として措置されている公共資産。  

  イ 内訳 該当なし。 

 

  



①有形固定資産の明細 （単位：千円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）
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1,516,384合計 - - 671,442 760,927 84,014 - -

　　建設仮勘定 - - - - - - -

 物品 - - 839 0 - - -

　　工作物 - - - - - - -

　　その他 - - - - - - -

　　土地 - - - - - - -

　　建物 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - -

 インフラ資産 - - - - - - -

　　航空機 - - - - - - -

　　その他 - - - - - - -

　　船舶 - - - - - - -

　　浮標等 - - - - - - -

　　建物 - - 479,897 581,726 - - -

　　工作物 - - - 47,546 - - -

　　土地 - - 190,707 131,656 - - -

　　立木竹 - - - - 84,014 - -

合計

 事業用資産 - - 670,603 760,927 84,014 - -

合計 2,758,904 - - 2,758,904 1,242,520 61,447 1,516,384

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

 物品 35,306 - - 35,306 34,467 1,382 839

　　その他 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - -

　　建物 - - - - - - -

　　工作物 - - - - - - -

 インフラ資産 - - - - - - -

　　土地 - - - - - - -

　　その他 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - -

　　浮標等 - - - - - - -

　　航空機 - - - - - - -

　　工作物 138,983 - - 138,983 91,437 4,674 47,546

　　船舶 - - - - - - -

　　立木竹 84,014 - - 84,014 - - 84,014

　　建物 2,178,238 - - 2,178,238 1,116,616 55,390 1,061,622

 事業用資産 2,723,598 - - 2,723,598 1,208,053 60,065 1,515,545

　  土地 322,363 - - 322,363 - - 322,363

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
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